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京大東アジアセンターニュースレター   第 336 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 







○ 上海万博雑報 ： その１ 













日時： 2010 年 10 月 23 日（土） １3：3０～１7：1０ 
           場所： 京都大学 吉田キャンパス 法経東館３階３１１演習室 
 
■経済発展セッション 
























時 間： 17:00－17:50 
報告者： 胡海青（西安理工大学）・ 白石麻保（北九州市立大学）・矢野剛（京都大学経済学研究科） 
テーマ： Ownership Effects for the Efficiency of Financial Intermediation through  





第 14 回 中国経済研究会予告 
 
  時 間： 2010 年 11 月 9 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 




 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7月 6日(火)、7月 20 日（火） 



















2010 年 11 月 6 日(土) 13 時 
京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
総合司会 京都大学大学院経済学研究科教授 椙山 泰生 
 
13:00-13:10 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫 
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎   
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  新興国における小型車･低価格車セグメントの構造 
      ―全体テーマと報告構成―   
第１部 非自動車セグメントのボリューム  
13:50-14:20 
エイムス ディレクター  菊地 捷  低速電気自動車の車体構造と普及の見通し   
14:20-14:50 
東京大学社会科学研究所 教授 田島 俊雄 「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運 






inforBRIDGE 社長   繁田 奈歩 小型車中心のインド自動車市場 
      ―タタ･ナノの今後を探る―     
第２部 日中韓自動車メーカーのマーケティング戦略  
15:30-16:00 
明治大学国際日本学部 准教授 呉 在烜  現代自動車の現地適応戦略 
―エラントラが売れる理由－  
16:00-16:30 
東京大学ものづくりセンター 助教 李 澤建  奇瑞汽車のマーケティング戦略   
16:30-17:00 





懇親会（参加費無料）  於カンフォーラ 
司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強 
閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会 副会長 大森經徳 
************************************************************************************************ 




















































































６月１3 日の上海万博の入場者数は４1 万 73００人で、５月１日の開幕から４4 日間の累計入場者数が１３56 万人
となり１３００万人を超えた。万博ネットサイト 6 月 13 日午前中のデータによれば 40 数日間の運行で全国万博接待
指定旅行社の団体ツアー客 119587 組、4513303 人が入園し、内上海市旅行社のツアー客が約 6 割以上を占める
という。 
5 月 15 日から、団体ツアー客の毎日入園数は 12 万人から 18 万人を安定していたが、最も多い時 18.52 万人で
あった。その中、一般団体ツアーは 90％を占め、中小学生ツアーは 21.38 万人で、僅か 7％を占めた、大学生ツア







当たり 60 万人の来場の可能性が予想され、6 月には来場規模は 1200 万人以上になると考えられる。 
＜万博の販売状況＞ 
データにより、開園一ヶ月の 5 月の入園人数 803.27 万人であったが、一日当たり 25.91 万人になり、商品販売の





  「人民網日本語版」2010 年 6 月 10 日の最新の統計によると、現在万博会場における一日あたりの販売額はす
でに 1 千万元を突破しているという。これには世界各国の参加企業も大喜びだ。 
  クロアチア館では、半円形の展示エリアが様々なネクタイに「占領」され、中国人観光客の注目を集めている。こ
こで展示されているネクタイは様々なタイプに分かれており、価格は 200 元から 500 元まで、様々だ。 
 ポーランド館では、10 平方メートルほどの展示エリアにポーランド産の琥珀が所狭しと並べてある。ポーランドの
琥珀アクセサリーは世界的にも有名で、同国で最も競争力のある製品の一つだ。この琥珀販売コーナーはとても




 5 月 1 日-23 日にかけて、万博会場の累計販売額は 2 億 7663 万 1400 元に上ったという。開幕から 3 週間目以













る。僅か 1 時間の観賞だったが、とても素晴らしく思い、進んだ技術に感動した。 
 






                  
 
 


















中でも日本館は 3―4 時間も待ち時間があり、サウジアラビア館はなんと 9 時間
にも及ぶことがあった。話によれば館内の映像はとても感動的なものである。                
上海万博開幕してからまだ 44 日間しかたっていないが、史上最大規模とも言
われているこの万博に、ぜひ一度足を運んでみられたら如何でしょうか。                   









                                                                    以上 
************************************************************************************************ 






１．「蟻族」   ２．「外交官が見た“中国人の対日観”」    
３．「なぜ、横浜中華街に人が集まるのか」   ４．「上海バブルは崩壊する」     
 















































































ってもこれが当たり前です。だから目の色を変えて頑張る」   
 

































































吾買尓江 艾山（オマルジャン ハサン） 
 





















はないかと尋ねたが、一切ないとの回答であった。また、10 人の部門経理の内 8 人がチベット族となってい
る。 













なお、製品を具体的に並べると、「チベット野生クルミ油」、「チベット無量健康食食用油（Tibetan Health & 
Healing Cooking Oil）」,「クルミ素油（Walnut Oil）、「チベット油５号セイヨウアブラナ油（Tibetan No.5 
Canola Oil）」、「チベットニンニク油」、「チベットセイヨウアブラナ油（Tibetan Coleseed Oil）」などとなる。
これらを合わせると年間 2300 トンのセイヨウアブラナ、6000 トンのクルミを加工し、年間 300 トンのニン

















































での研修では毎年 1500 人を受け入れているが、それとともにすでに 400 人近い農民や村落幹部を育成してい
るという。 
なお、こうした事業を担う科学技術人員の 70%が、企業幹部では 60%がチベット族で、従業員全体としては








三百数十人で大部分がチベット族。また、20 数名の部門経理のうちの 95%はチベット族ということであった。 
製造しているチベット薬は 350 種類余りあるが、内 12 種類が「国家中薬保護品」と指定され、年間の総生
産量は 100 トン、生産額は 1．4億元で殆どは病院に提供している。しかし、外部への販売も 20%程度あると











































西藏 1000 387 38.7 72 29 40.3  
阿里地区 29 16 55.2 1 1 100.0  
昌都地区 62 30 48.4 6 3 50.0  
ラサ地区 596 145 24.3 41 14 34.1  
林芝地区 63 15 23.8 11 2 18.2  
那曲地区 66 44 66.7 5 3 60.0  
日喀則地区 138 100 72.5 5 4 80.0  
山南地区 46 37 80.4 3 2 66.7  
 
表 2 は伊梅データに記載されている 2004 年末までに登録された法人企業（公司制企業）数とチベット族
経営企業数及びその比率、うち製造加工業の数とチベット族経営製造加工業及びその比率を示している。全
体からみるとチベットにある企業法人は 1000 しかない。6 割に近い 596 社がラサに位置し、13.8％が日喀
則(シガツェ)地区に分布し、阿里地区では最も少なく 29 社がある。企業責任者の民族属性からみると全体の
うち 38.7％がチベット族経営企業であり、那曲地区、日喀則地区、山南地区では 66％以上を占めている。
そのうち製造業及び加工業企業が 72 社しかなく、主にラサ市と林芝地区に集中している。またそのうち 40％
がチベット族経営企業である。 



















表 4 は非法人企業（工場）の状況を示している。チベットにはおよそ 339 社の工場があり、ラサ市内では
最も多い 131 社、日喀則地区では 59 社、昌都地区では 47 社、阿里地区では 7 社と最も少ない。うちチベッ









表 4 伊梅データから見た非法人企業（工場）数とチベット族経営企業比率 
（2004 年年末まで登録された企業） 














西藏 339 183 54.0  175 95 54.3  
阿里地区 7 6 85.7  2 2 100.0  
昌都地区 47 18 38.3  29 10 34.5  
ラサ地区 131 52 39.7  67 30 44.8  
林芝地区 34 15 44.1  15 5 33.3  
那曲地区 24 18 75.0  12 8 66.7  
日喀則地区 59 49 83.1  28 24 85.7  















































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 





4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
